養護者による高齢者虐待への対応（市町村等における業務）

１　養護者による高齢者虐待への具体的な対応のフローチャート
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参考：市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について（平成18年4月　厚生労働省）
	
	対応項目
	主な内容

	　　予　防
	①相談窓口の設置と周知、啓発活動　
（※注釈参照・法第１８条）
	・相談窓口を明確にし、住民や関係機関に周知する。

・高齢者虐待に関する知識･理解の啓発（※注釈参照・２４ページ）
・認知症に関する知識や介護方法の周知･啓発（２４ページ）
・通報(努力)義務の周知（２５ページ）


	早　期　発　見
	②相談・通報
	・本人からの届出

・家族・親族等からの相談による発見・通報

・民生委員や地域住民等による発見･通報

・医療機関、介護保険サービス従事者等による発見･通報

・居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、市町村の相談窓口や相談機関等による発見・通報

	　　　　　　　　　　　　　対　　　　　　　　　　　応
	③緊急性の判断


	・受付記録作成後（緊急時は形式的な受付記録の作成に先立ち）、個々の事例について、相談受理者が担当部局の管理職等に相談の上、直ちに判断を行う。

・相談受理者が地域包括支援センター職員である場合は、地域包括支援センターにおいて緊急性の判断を行うとともに、市町村の担当部局に速やかに連絡する。（３３ページ）
・決定内容を会議録に記録し、速やかに責任者の確認を受け保存する。

＊緊急性があると判断した場合：高齢者の安全の確認、保護を優先し、早急に介入する。老人福祉法の規定による特別養護老人ホームへの入所措置、入院などを検討する。措置が必要と判断した場合は高齢者への訪問、措置の段取り、関係機関からの情報収集など役割を分担し、即時対応する。（緊急性が高いと判断できる状況については３４ページ。）

	
	④高齢者の安全確認、事実確認


	・通報を受けたときは、速やかに安全の確認その他事実確認を行う。（法第９条）
・確認事項：虐待の種類、程度、事実と経過、安全確認、身体･精神･生活状況、養護者との関係、関係機関からの情報収集

・できるだけ訪問して確認する。訪問調査の際、調査項目や内容は高齢者や養護者の状況を判断しつつ、信頼関係の構築を念頭に置いて柔軟に対応する。（４４ページ）
・生命の危険性が高く、時間的余裕がない場合は、安全確認と同時に本人の保護に向けて動きを開始する。その判断のために、通報内容等の情報から高齢者の医療の必要性が高いと予想される場合は、医療職が訪問に立ち会うことが望ましい。（４７ページ）

	　　　　　　　　　　　　　対　　　　　　　応
	⑤立ち入り調査


	・高齢者虐待により高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められるとき、立ち入り調査をすることができる。（法第１１条）
・立ち入り調査が可能なのは、市町村又は市町村直営の地域包括支援センターに限られる。（５１ページ）
・立ち入り調査の際、必要に応じて適切に、警察署長に対し援助を求めなければならない。（法第１２条）
・立ち入り調査執行後は調査記録を作成し、保存する。
（立ち入り調査が必要と判断される状況の例は５２ページ）

	
	⑥個別ケース会議
	・事例対応メンバー、専門家チームへの参加要請

・参加メンバーによる協議（アセスメント、援助方針の協議、支援内容の協議、関係機関の役割の明確化、主担当者の決定、連絡体制の確認）（５８ページ）
・会議録、支援計画の作成、確認

	
	⑦関係機関・関係者による援助の実施

	１虐待発生の危険性もしくは兆候がある

２虐待が発生しているが既存の枠組みで対応が可能

→１、２の場合：継続的な見守りと予防的な支援。介護保険サービスの活用とケアプランの見直し、介護技術等の情報提供、問題に応じた専門的な支援、養護者支援。

３積極的な介入の必要性が高い（５９ページ）
→３の場合：養護者との分離を検討。医療が必要な場合は入院を検討。

適切な権限の行使・・・老人福祉法による措置（６２ページ）、成年後見制度の活用（７１ページ）。日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）の活用。（法第９条）

	
	⑧定期的な訪問等によるモニタリング（８０ページ）
⑨ケース会議による評価


	・主担当者の訪問、関係機関の職員からの情報収集など、関係機関が相互に連携し、情報の確認を行う。

・情報の集約。共有化については個別ケース会議で決めておく。

・状況の変化により支援方針の変更が必要な場合は、速やかに個別ケース会議を開催し、再アセスメント・支援方針の修正を行う。

	再発防止
	⑩計画的なフォローアップ


	・高齢者や養護者が尊厳を保持し、安心して暮らせることをもって、ケース会議による評価をもとに援助が終結する。

・終結後は、再発予防のために介護サービスの利用や地域の見守り、養護者支援（８３ページ）等を継続する。ケース会議で継続支援の役割分担を明確にする。


参考：市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について（平成18年4月　厚生労働省）

　　※本表中の（○○ページ）は、市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援についての引用箇所を指す。
　　　（法○○条）の「法」は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律を指す。
予防





早期発見





対応





再発防止





①相談窓口の設置と周知、啓発活動





②相談・通報　→　受付記録作成





③緊急性の判断(直ちに)　　メンバー：市町村担当部局の管理職と担当職員。事務委託の場合は委託先職員を含む。緊急の判断を要する場合があるため、管理職が必ず参加する。








④高齢者の安全確認、事実確認


・関係機関等から情報収集


・訪問調査による状況把握





⑥個別ケース会議(事例分析)


・援助方針と内容、各機関の役割、主担当者、連絡体制等を決定


・会議録、支援計画等を作成し、責任者を決定する。





⑤立ち入り調査


＊重大な危険が生じているにもかかわらず、養護者等が抵抗を示す場合。行政権限として執行する。


・必要に応じて警察への援助要請


・高齢者の安全確認


・養護者等の状況把握


・緊急性の判断→入院、一時保護


・調査報告の作成





虐待につながりやすい要因がある


（レベルＣ）





＊「高齢者虐待保護の検討基準」参照








差し迫った虐待の状況が見られる


（レベルＡまたはレベルＢ）





⑦関係機関・関係者による援助の実施





養護者との分離を検討


○適切な権限の行使


・老人福祉法による措置（ショートステイ、特別養護老人ホーム入所）


・成年後見制度の活用


・日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）の活用


○入院





⑧定期的な訪問等によるモニタリング





⑨ケース会議による評価


・必要に応じ繰り返し実施する。


・援助方針と内容、各機関の役割の再検討





⑩計画的なフォローアップ





継続的な見守りと予防的な支援、介護保険サービスの活用とケアプランの見直し、介護技術等の情報提供、問題に応じた専門的な支援、養護者支援





＊「高齢者虐待 事実確認のための訪問基準」参照








